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現在の景気：県内景気は、緩やかな持ち直し傾向が続いている。非製造業では、観光や飲食などの対面型サー
ビス業の回復が続いているほか、百貨店の販売も底堅く推移している。製造業では、海外需要の鈍さなどか
ら生産活動の足踏みが続いている。この間、建設需要は、住宅着工に建設コスト上昇等の影響がみられるが、
交通インフラ整備や物流施設などの官民プロジェクトの進展などを背景に総じて底堅く推移している。 

3か月程度の見通し：非製造業は、物価高や人手不足の影響を受けつつも、対面型サービス業を中心に持ち直し
の動きが続くとみられる。製造業では、海外需要の鈍さの影響が続くとみられる。 

個人消費： ①上向き。②2 月の県内百貨店（存続店ベース）の売上は、前年同月比 4.2％増と 4 か月連続で前
年を上回った（19年同月比では 1.7％減）。バレンタインなど季節商材の販売が好調だった。3月入り後は、
卒業式・入学式シーズンの到来に伴いフォーマルウェアなどが堅調だった一方、低気温が続いた影響などか
ら春物衣料の動きが鈍かった模様。2月の自動車登録台数は、同 14.2％減と 2か月連続で前年を下回った（19

年比では 19.7％減）。認証試験の不正問題の影響などから軽自動車（前年同月比 20.1％減）が大幅に前年を

下回ったほか、一般乗用車（同 11.6％減）も小型自動車（同 30.7％減）を中心に減少した。 

住宅建築： ①一進一退。②2月の新設住宅着工戸数は前年同月比 28.6％減少し、3か月ぶりに前年を下回った。
分譲（同 53.9％減）、持家（同 10.9％減）、貸家（同 1.3％減）がいずれも減少した。 

設備投資： ①堅調。②国土交通省の「建設着工統計」（非居住用）によると、2月の工事床面積（年度初来累
計）は前年比 0.7％減少し、工事予定額は同 18.4％増加した。ひまわりベンチャー育成基金（調査研究部門：

千葉経済センター）による県内企業 198社アンケート調査（12～1月実施）では、23年度の設備投資計画額
（全産業、12月末時点）は、22年度実績額の 2.4倍で、期初計画比でも 0.8％増の増額修正となった。 

公共工事： ①増加基調。②2月の県内公共工事請負額（年度初来累計）は、前年同月比0.6％減少した。県（前
年同月比9.4％増）は増加したが、独立行政法人等（前年同月比16.3％減）、国（同4.5％減）、市町村（同4.3％
減）が減少した。 

輸出： ①底入れ。②2 月の成田、千葉、木更津 3港合計通関輸出額は、前年同月比 9.9％増と 4か月連続で増
加した。成田空港は、半導体等製造装置（同 26.9％増）や IC（同 14.4％増）などが増加し、同 8.2％増と 3

か月連続で前年を上回った。千葉港は、有機化合物（同 39.5％増）や鉄鋼（同 9.4％増）などの増加により、
同 25.7％増と 6か月連続で前年を上回った。木更津港は、自動車（同 54.6％増）や鉄鋼（同 26.2％増）など
が増加し、同 33.2％増と 13か月連続で増加した。 

生産活動： ①弱含み。②1 月の県鉱工業生産指数（季調済）は、86.8（前月比 0.7％低下）と 3 か月連続で低
下した。化学工業（同 7.0％上昇）などは上昇したものの、鉄鋼業（同 8.5％低下）や食料品工業（同 1.9％

低下）などが低下した。 

観光： ①拡大。②県内の観光・宿泊施設では、好調な入込が続いている。県内の季節イベントをみると、勝浦
市では市内各所に 3,000体を超えるひな人形を並べる関東最大級のひな祭り「かつうらビッグひな祭り」（2

月 23日～3月 3日）が催され、多くの人出で賑わった。また、佐倉市では印旛沼湖畔で約 100種 70万本の
チューリップを楽しむことができる「佐倉チューリップフェスタ」（3 月 27 日～4 月 21 日）が始まってい
る。 

雇用情勢： ①足踏み。②1月の有効求人倍率（季調値）は、前月と同水準の 0.95倍となった。有効求人者数（前
月比 1.1％減）、有効求職者数（同 0.2％減）がいずれも減少した。 

【トピックス】 

○ 空港内の脱炭素化を進める成田国際空港㈱は、緊急時に出動する特殊車両の一部に次世代型バイオ燃料「リ

ニューアブルディーゼル（RD）」を国内空港で初めて導入した（3月 4日）。RDは廃食油などを原料と

する次世代航空機燃料「SAF」の製造過程で生成される副産物であり、一般的な軽油と比較して約 90％の

CO2削減効果を持つ。 

○ JR東日本は、京葉線の運行効率化などを理由にダイヤ改正を実施した（3月 16日）。通勤快速を廃止し

て朝夕の通常快速を減便するものであり、千葉市をはじめとする沿線自治体は、ダイヤ再検討を求めてい

る。 

○ 県や国土交通省らは、東京湾アクアラインで 2023年 7月より導入している変動料金制について、24年 3

月末までとしていた導入期間を 1年間延長することを正式に決定した（3月 27日）。渋滞緩和や交通安全

などに一定の効果が認められており、さらなる交通データの収集を進めるとしている。 


